
単位

人

人

人

千円

千円

千円

区分

区分

うち

※役員改選を理由とする年度当初の一時的な減は、反映 していない。

利用料金収入（センター） 39,631 47,546 41,712 20,982 20,622

R3.4.1

H29

-

R3財政支出 H30

県　 O　 B

R1

1名

8,808

県OB

6,979

非常勤

専務理事　鶴　英樹

H31.4.1 R3.4.1

理事長　原　正彦

35名

328,432千円 335,299千円 362,734千円

- -

スポーツの普及および
各種研究相談事業等

（１）研修・研究事業
各種スポーツ関係指導者または指導者を目指す者を対象とした研修、スポーツ参加の機会提供とス

ポーツ技術の向上を目的とした実技講習会、健康・体力づくりや競技力向上を目指す者を対象とした各
種体力測定やトレーニング方法等の研修、測定データの解析・センター利用者の意識調査等の各種調
査を行う。

（２）スポーツ医事・健康体力相談事業
競技力向上を目指す競技選手や健康体力づくりを行う県民の体力測定と、目的に応じたトレーニング

方法等の指導助言を行う。

（３）スポーツ普及促進事業
エアロビクス教室、ジュニア体操教室、水泳教室等のスポーツ教室やスポーツの日に行うスポーツイ

ベント（アクシオンフェア）等を実施する。

情報提供事業

総合型地域スポーツクラブ活性化支援事業
総合型地域スポーツクラブの活性化の基盤整備や運営サポートなどのほか総合型地域スポーツクラ

ブ連絡協議会の支援を行う。

利用者数（射撃場） 5,690 6,285 5,397 4,216 4,619

備考

143,407

283,652

-

363,491千円

8,734千円

- -

299千円 299千円

-

299千円

貸　付　金

出　資　金

委　託　料

補助・負担金 299千円

334,168千円

-

経営評価シート

施設提供事業

１．団体の基本的情報

16,239千円

%

H29 H30 R1

30.8%5,000千円

R2

- -

- -

競技力向上事業

タレント発掘事業
県内の優れた素質を持ちながら埋もれている選手を組織的・計画的に発掘し、一貫指導体制に則っ

た育成プログラムを実施するため、タレント発掘実行委員会の開催、タレント発掘イベント、セレクトプロ
グラム、パスウェイプログラム、能力開発・育成プログラム等を実施する。

スポーツ振興事業

H29指定管理開始

事業実績に関する情報

11,239千円

事業名

R4.4.1

設立目的等

人的支援　（常勤役職員再掲）（※） H29.4.1

30,232 33,492

２．団体の組織・人員情報

R2.4.1

利用料金収入（射撃場）

代表者名

22,790

9,884 10,756

利用料金収入（プール）

備考

R2.4.1

事業内容

福岡県立スポーツ科学情報センター、福岡県立総合プール、福岡県立総合射撃場の施設提供

81,718

394,648利用者数（センター）

102,826129,972 149,618利用者数（プール）

福岡県スポーツ情報ネットワークシステムによる様々なスポーツ情報の提供。体育・スポーツに関す
る施設・人材・イベント等の情報提供及び図書・SNS等の供覧。

R3

6,816

13,488 H29指定管理開始

177,982

27,125

常勤役員名

H29.4.1 H30.4.1 R4.4.1

団体名

所在地

（公財）福岡県スポーツ振興センター

福岡市博多区東平尾公園2-1-4

設立年月日 平成元年3月31日

23名

36名

-

13名13名

-

県派遣（所長兼務）

13名

-

千円 %

現状の主要事業の内容

367,028 153,359

R2

　福岡県立スポーツ科学情報センター、福岡県立総合プール及び福岡県立総合射撃場の維持管理等を行うと
ともに、県の競技力向上と県民のスポーツ振興を図り、ひいては県民の健康増進と福祉の向上に寄与する。
　また、全ての県民がスポーツ活動に参加できる体制づくりと、次代を担う青少年の健全育成を図る。

主な出資者

佐賀銀行県出資額

出資割合

県出資割合 69.2%

出資総額

千円

出資額

1名

３．県関与の状況

増減の主な理由

13名

福岡県立スポーツ科学情報センターの非常勤嘱託職員について募集を行ったが、応募が少なく、４名の減員となったため。

1名 1名 1名 1名

-プロパー

13名常勤（正規） 12名

-

12名

常勤役員数（※）

23名

35名

H30.4.1

４-①．中期経営計画における改善に向けた取り組みの方向性(H29～R3）

  公益法人として健全な財政運営を行い、指定管理施設の利用者数を増加させるとともに、公益性を確保しながら、県や関係
団体と連携し、利用料金収入や自主事業による財源の確保を行っていく。
　また、大規模国際大会の開催が続く期間に当たり、財団として県や関係団体と連携し、県の競技力向上と県民のスポーツ振
興並びに県民の健康増進と福祉の向上に寄与していく。

1名

13名 13名 13名 13名

1名

H31.4.1

県　派　遣

1名

23名

36名 32名

23名

36名

19名

1名

合計

嘱託（常勤・非常勤）等・臨時
職員数

-

23名

13名



単 位
2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30)

2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

A 達成されている。概ね達成されている。

B 新型コロナウイルス感染症の影響により達成できなかった。

C 目標が達成できなかった。（Bを除く）

・新たな利用団体の掘り起こしのためセンター、プール相互にチラシを配布し、広報物を掲示した。またセンター及びプールは他社とグループを組んで指定管理をしてお
り、オリンピックのメダリストをイベントに招聘し注目度を高めるなど、グループ構成企業のネットワーク・ノウハウを活用した広報活動を行い、新規利用者の獲得及び利
用料金収入増に努めている。また、LINE・Instagram・YouTubeによりリアルタイムに情報発信を行っている。

※自己評価分類：　

B

B

B

B

A

B

C

B

A

実施

実施

①サービス向上による施
設の利用促進。

人件費率 ％

①安定した財政基盤を維
持する。

②事業の効率的な執行と
経費節減に努める。

施設利用料金収
入
（福岡県立スポー
ツ科学情報セン
ター）

千円

10,000

18.0 20.6 20.7

自己
評価

B

B

B

A

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため指定管理施設（スポーツ科学情報センター、総合プール、総合射撃場）を５月１２日から６月２０日、８月６日から９月３０日ま
で臨時休館し、自主事業の中止や利用者のキャンセルなどもあったが、施設利用者数は少しずつ回復している。

・利用者に対するアンケート調査を実施し、「お風呂の椅子が足りないので増やしてほしい」、「ロッカーを丁寧に消毒してほしい」等、利用者のニーズに応じた改善を行
うなど、常にサービス向上に努めている。（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、利用団体合同会議を中止したが、書面アンケートで対応した。）

・人事評価制度については、県の運用に合わせて適切に実施した。また、無期転換規程の整備については、制度の趣旨に沿って適切に実施した。

13.0

10.4 9.9 10.5

達成状況（まとめ）

35,055

20,622

改善目標区分の達成に向けた
2021年度(R3)の取組状況

実施 実施実施 実施

6,979

実施

385,088

320,000

・新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため指定管理施設（ス
ポーツ科学情報センター、総合
プール、総合射撃場）を5月12日
から6月20日、8月6日から9月30
日まで臨時休館し、自主事業の
中止や利用者のキャンセルなど
もあったが、施設利用者数は少し
ずつ回復している。

・各施設共に競技団体等と連携
するなど新型コロナウイルス感染
症対策を実施しながら営業を
行った。

・広報ツールとして既存のホーム
ページのほかにLINE・Instagram・
YouTubeによる情報の配信を行
い、アクシオンスクール（スポーツ
教室）の情報、天候や新型コロナ
ウイルス感染症の拡大防止に係
る臨時休館、時短営業等の情報
をリアルタイムに発信した。

・スポーツ医事・健康体力相談事
業については、新型コロナウイル
ス感染症による影響で利用者の
キャンセルもあり、利用者数は伸
びていない。

190,000

143,407 81,718 102,826

177,982153,359367,028

4,619

5,800

254,000

97.0

64.4

97.9 97.2 94.1

6,000

2,000

5,397 4,216

59.3

60.4

577775

384,355319,986412,172

300,000

改善目標の
区分（視点）

目標達成に向けた具体的
な取組、戦略等

①業務を効率的に執行す
る。

人事評価制度の
導入

財務会計
27.5 18.4

39,631

60.3

41,000

26.0

40,677

指標

％

－ 129,972 149,618

千円

10,756

394,648

上段：計画　下段：実績

530

31,869

94.5

98.0

41,712 20,982

94.2

47,546

8.19.9

283,652

5,755 5,690 6,285

事業活動・住民
サービス

検討

9,700

160,149

ホームページ閲覧
件数（トップペー
ジ）

件

285,778

施設利用者数
（福岡県立総合
プール）

人

自主事業費率 ％

施設利用者数
（福岡県立総合射
撃場）

11.0

人

308,631

正味財産比率

施設利用料金収
入
（福岡県立総合
プール）

9,8849,663

４-②．中期経営計画における改善目標の達成状況

27,125

施設利用者数
（福岡県立スポー
ツ科学情報セン
ター）

人

人

1,000
スポーツ医事・健
康体力相談事業
の利用者数

1,091 1,118 850

450,000

253,791

・人事評価制度については、県と
同じ制度を導入し、県と同じく改
善をした。

・無期転換規程の整備について、
雇用制度改革に合わせ規程の整
備を実施した。

－ 実施 実施 実施

33,49230,232

A

22,790

実施

6,816

13,488

8,808

・令和3年度に基本財産である有
価証券約23億円余を、（公財）福
岡県スポーツ推進基金に寄附し
たことにより、正味財産比率が減
少した。

・新型コロナウイルス感染症に係
る支援金により、福岡県受託金
収益が増加した。また、福岡県タ
レント発掘事業が補助金化され
たことにより、受取福岡県補助金
額も増加した。そのため、県財政
支出率が昨年度より4.9％増加
し、目標を達成することができな
かった。

・新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため指定管理施設（ス
ポーツ科学情報センター、総合
プール、総合射撃場）を5月12日
から6月20日、8月6日から9月30
日まで臨時休館し、自主事業の
中止や利用者のキャンセルなど
があったが、施設利用者数は少
しずつ回復している。

・人件費率は、平成30年度より上
昇し続けており、昨年度より0.1％
上昇したが、目標値を達成した。

・自主イベントであるアクシオン
フェアにおいて、利用者数の増加
を目的にYouTubeによる動画配
信を行うなど、コロナ禍における
新たな取組を継続した。

78.0

検討

内部管理

50,000

64.8 62.2 65.7 73.1

施設利用料金収
入
（福岡県立総合射
撃場）

県財政支出率 ％

②雇用制度改革に合わせ
規程を整備する。

25.0

千円

無期転換規程の
整備

20.8

8.3

－

－ 実施

計画性
公益性

等

経済性
効率性

等

健全性

等



単位

千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

県損失補償債務残高 千円
千円

千円
千円
千円
千円

項目名
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円
千円

％
％
％
％
％

人

人

人

千円

千円

千円

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、数式による算出値と表示が一致しない場合がある。

５．経営状況（公益法人）
項目 H29 H30 R1 R2 R3

利用者数（射撃場） 5,690 6,285 5,397 4,216 4,619

　うち金銭債権 6,652 6,774 7,096 41,042 11,485

【貸借対照表】
資産合計 2,639,025 2,729,965 2,714,402 2,714,464 313,596

負債合計 74,237 159,193 160,006 150,588 127,657
　うち特定資産 117,480 117,737 106,821 84,564 84,500

　うち県からの借入金額 - - - - -
　うち借入金額 - - - - -

県債務保証額又は損失補償額 - - - - -
正味財産合計 2,564,789 2,570,771 2,554,396 2,563,876 185,939

【正味財産増減計算書】　Sheet4　法人全体より転記
-

- - - - -
団体債務保証額 - - - -

　うち県財政支出額　B 334,467 328,731 335,598 363,033 372,225
経常収益　A 516,042 528,154 511,183 496,583 476,993

　　内訳：委託料 334,168 328,432 335,299 362,734 363,491
　　内訳：補助負担金 299 299 299 299 8,734

526,641 487,346 465,886

施設利用料収益 基本財産運用益 施設利用料収益

91,794 73,310 41,763 54,725
　うち最も多額な項目

施設利用料収益 施設利用料収益

　うち人件費総額　D 95,043 95,257
経常費用　C 516,010 522,294

79,746

経常増減額　F=(A-C+E) △ 1,378 4,540 △ 16,119 9,237 11,107

105,396 102,772 99,384
評価損益等合計額　E △ 1,410 △ 1,320 △ 660 - -

当期一般正味財産増減額　J=(F+G)-I △ 1,378 6,515 △ 16,119 9,737 10,915

経常外損益　G - 1,975 - 500 △ 192
法人税、住民税及び事業税　I - - - - -

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L 334,467 328,731 335,598 363,033 372,225
当期指定正味財産増減額　K - △ 532 △ 257 △ 257 △ 2,388,852

県財政支出率　（＝B/A) 64.8 62.2 65.7 73.1 78.0

【財務指標】
正味財産比率 97.2 94.2 94.1 94.5 59.3

収益事業比率 - - - - -
人件費率　（＝D/A) 18.4 18.0 20.6 20.7 20.8

【団体毎の経営評価指標】

利用者数（センター） 283,652 394,648 367,028 153,359 177,982

受託事業外注費比率 57.8 48.8 48.3 48.0 51.0

9,884 10,756 8,808 6,816 6,979

利用者数（プール） 129,972 149,618 143,407 81,718 102,826

利用料金収入（センター） 39,631 47,546 41,712 20,982 20,622

利用料金収入（プール） 30,232 33,492 22,790 13,488 27,125

利用料金収入（射撃場）

・感染拡大防止のための臨時休館により、利用者数は例年に比べて減少しているが、前年度より増加している。
・施設提供事業については、今後も大会の誘致や利用者のニーズに応じた事業の実施に引き続き取り組むとともに、幼稚園
や学校への個別訪問等による新規利用者の開拓を通じ、感染拡大防止対策を実施した上で利用者数の増加を図る必要が
ある。
・情報提供事業については、大会情報等だけではなく、施設の空き状況や休館情報等の利用者のニーズが高い情報をホー
ムページ「ふくおかスポネット」に掲載しており、目標値が達成できている。また、ＳＮＳ等を利用しリアルタイムに情報を発信し
ている。今後も効果的な広報方法を検討し、利用者の増加を図る必要がある。
・スポーツ医事・健康体力相談事業については、新型コロナウイルス感染症の影響で、利用者が例年に比べて減少してい
る。事業内容や広報方法について引き続き検討し、利用者の増加を図る必要がある。
・減免利用者の割合が高くなってきている現状を考慮し、引き続き利用料金収入以外の財源確保に努める必要がある。

８．経営評価委員会による経営評価結果

【経営状況に関する各数値、指標の増減理由】

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、指定管理施設（スポーツ科学情報センター、総合プール、総合射撃場）を5月
12日から6月20日、8月6日から9月30日まで臨時休館し、自主事業の中止や利用者のキャンセルなどがあったが、施設利用
者数は少しずつ回復している。

６．団体（経営責任者）の自己点検評価

　センターとプールの一体管理の利点を活かし、両施設を有効活用したイベントなどを開催している。しかし、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため、施設を5月12日から6月20日、8月6日から9月30日まで臨時休館し、その後も利用人数制限を
行うなどの影響はあったが、施設利用者数は少しずつ回復している。今後は共同企業体のグループ企業の強みを活かした
広報やLINEを通じたリアルタイムな情報の発信、YouTubeの動画配信などをさらに充実させるとともに、幼稚園や学校への個
別訪問等による新規利用者の開拓や利用促進の取組を行っていく。

７．外部専門家の意見

感染拡大の影響を受け、臨時休館を行ったことにより、施設利用者数及び利用料金収入ともに中期経営計画における改善
目標を下回っている。引き続き、感染症対策を実施した上で、利用料金収入の確保に向けた利用促進の取組が求められる。
また、事業における企業の協賛など財源増加策の検討も必要である。

おける改善目標を下回っている。引き続き、グループを構成する民間企業のノウハウも活用しつつ施設利用者数及び利用料
金収入の確保に努めることが求められる。

【常勤役職員の報酬・給与に関する状況（R3年度）】

常勤役員平均年齢 57.0歳 常勤役員平均年収 10,259千円 常勤職員平均年齢 42.0歳 常勤職員平均年収 7,579千円
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（注）表示単位未満四捨五入の関係で、数式による算出値と表示が一致しない場合がある。

△ 2,388,852

△ 2,388,852

施設利用料収益

2,452

73,310

19,208

9,066

-

6,000

8,655

△ 2,380,132

19,175
18,937

9,066

-

10,379

5,986

-

316,307

299
343,526

2,391,047

96,786

171

316,307
299

経常外損益　G

経常収益　A

　うち県財政支出額　B

　　内訳：補助負担金
334,168

雑収益

522,294
95,043

施設利用料収益

9,237

105,396 102,772

△ 16,119

△ 16,119

476,967

671

477,137

基本財産運用益

41,763

△ 24,934

500

41,763

－ 1,975

9,737

－

516,010

-

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L

評価損益等合計額　E

－ － －

△ 1,378 6,515

526,641

△ 660

500

299 299
328,432

79,746 91,794

516,042

経常費用　C

　うち人件費総額　D

経常増減額　F=(A-C+E)

△ 1,410 △ 1,320
95,257

△ 1,378 4,540

５－②．経営状況（内訳表）

372,225
8,734

363,491

R2

施設利用料収益施設利用料収益 基本財産運用益

【正味財産増減計算書】
511,183

施設利用料収益

R3項目 H29 H30 R1

362,734

496,583
335,598 363,033

　　内訳：委託料

　うち最も多額な項目
73,310
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法
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全
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（
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～
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）

476,993

　うち最も多額な項目
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益
事
業
等
会
計
②

－他会計振替額　H①

99,384

11,107

54,725
465,886

△ 192

10,915

-

2,388,595

経常収益　A①

　うち県財政支出額　B①

　　内訳：補助負担金
　　内訳：委託料

487,346

299
335,299

528,154
334,467 328,731

-

法
人
会
計
③

10,519

-

455,367
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益
目
的
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業
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計
①

18,937

10,234

－

－ －

19,291

6,200

8,815

－

－

－

－

－

4,561

8,815

316,008

515,930

-

△ 2,388,788

238

18,937

-

-

-

19,291
雑収益

235

19,446
19,208

19,208
－

10,711

19,526
19,291

238

-

当期指定正味財産増減額　K①

法人税、住民税及び事業税　I

509,323

当期一般正味財産増減額　J①=(F①+G①+H①)-Ｉ①

当期指定正味財産増減額　K － △ 532

当期一般正味財産増減額　J=(F+G)-I

334,467 328,731
497,416

－

経常増減額　F①=(A①-C①+E①)

経常外損益　G①

343,825

△ 660 -

施設利用料収益

-

505,776 514,451

法人税、住民税及び事業税　I②

△ 1,320

91,79479,746
経常費用　C①

　うち人件費総額　D①

－

－

△ 9,770

88,366 90,696

△ 9,770 △ 6,448
△ 1,410

1,975

評価損益等合計額　E①

法人税、住民税及び事業税　I①

他会計振替額　H③

評価損益等合計額　E②

当期指定正味財産増減額　K②

－

－

当期一般正味財産増減額　J②=(F②+G②+H②)-Ｉ②

18,343 18,598

－ －

8,932 10,988

－

－ －

雑収益 雑収益

18,626 18,831
18,343 18,598

10,988

－

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L③

当期一般正味財産増減額　J③=(F③+G③+H③)-Ｉ③

当期指定正味財産増減額　K③

法人税、住民税及び事業税　I③

353,288
8,734

344,554

363,033

8,392

△ 257

△ 4,473

－

7,843

6,677

△ 257 △ 257

△ 257

99,196

316,124 310,133
299 299

315,825
施設利用料収益

309,834

-

－ －

- -

-

－

施設利用料収益

-

-

△ 532

-

－

310,133

雑収益

353,288343,825

△ 24,934

491,656
335,598

457,819

54,725

93,383

372,225

－
18,343

283

316,124

　うち最も多額な項目

経常増減額　F②=(A②-C②+E②)

　うち人件費総額　D②

　うち最も多額な項目

他会計振替額　H②

　うち県財政支出額　B③

　　内訳：補助負担金
　　内訳：委託料 18,598

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L①

経常収益　A②

　　内訳：補助負担金
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　うち人件費総額　D③

経常増減額　F③=(A③-C③+E③)

経常外損益　G③

評価損益等合計額　E③

　うち県財政支出額　B②

　　内訳：委託料

経常費用　C②

正味財産増減額に含まれる県財政支出額　L②

経常収益　A③

経常外損益　G②

経常費用　C③


